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【用語の説明】 
 この御案内で使用している用語の定義は以下のとおりです。 

 

＜歳児＞ 

０～２歳児 年度当初の４月１日時点で０～２歳の子ども 

３～５歳児 年度当初の４月１日時点で３～５歳の子ども 

満３歳児 満３歳になった日(誕生日の前日)から最初の３月３１日までの間の子ども 

 

＜認定＞ 

教育・保育 

給付認定 

保育園(所)、認定こども園、地域型保育事業所、新制度に移行した私立幼稚
園、市立幼稚園等を利用するために必要な認定 

 １号認定 満３～５歳児が、新制度に移行した私立幼稚園、市立幼稚園、認定こども園
(幼稚園部分)を利用するために必要な認定 

２号認定 満３～５歳児が、保育園(所)、認定こども園(保育園部分)等を利用するために
必要な認定 

３号認定 満３歳児を除く０～２歳児が、保育園(所)、認定こども園(保育園部分)、地域
型保育事業所を利用するために必要な認定 

 

施設等利用 

給付認定 

私立幼稚園(新制度に移行した私立幼稚園を除く)、預かり保育、認可外保育施設等の
利用料の無償化の給付を受けるために必要な認定 

 新１号認定 満３～５歳児が、私立幼稚園(新制度に移行した私立幼稚園を除く)の保育料のみの無
償化の給付を受けるために必要な認定 

新２号認定 
保育を必要とする理由(別紙参照)に該当する３～５歳児が、私立幼稚園(新制

度に移行した私立幼稚園を除く)、預かり保育、認可外保育施設等の利用料の無償化
の給付を受けるために必要な認定 

新３号認定 
市民税非課税世帯のうち、保育を必要とする理由(別紙参照)に該当する０～
２歳児が、私立幼稚園(新制度に移行した私立幼稚園を除く)、預かり保育、認可外保育
施設等の利用料の無償化の給付を受けるために必要な認定 
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＜食材料費＞ 

給食材料費 給食やおやつの提供に要する材料費 

主食材料費 給食材料費のうち、主食(御飯・パン・麺類等)に係る材料費 

副食材料費 給食材料費のうち、副食(おかず・おやつ・お茶等)に係る材料費 

 

副食材料費の支払免除制度・補足給付事業に用いる市民税所得割額について 

① 政令指定都市にお住まいの方の市民税所得割額 
平成３０年度分から京都市など政令指定都市の市民税率が６％から８％に変更されましたが、

副食材料費の支払免除制度や補足給付事業の対象者の選定には旧税率(６％)を用います。 
１月１日時点で政令指定都市に住所があった方が課税資料を確認される際は、市民税所得割

額に６／８を乗じて計算し直してください。 
 

② 年度切替の時期 
副食材料費の支払免除制度や補足給付事業の対象者は、４～８月分は前年度、９～３ 月

分は当該年度の市民税所得割額により選定します。 
 

③ 税額控除 
副食材料費の支払免除制度や補足給付事業の対象者の選定に用いる市民税所得割額に、税

額控除(配当控除、住宅借入金等特別税額控除、配当割額・株式等譲渡所得割額、寄付金税
額控除、外国税額控除に限る)は適用されません。これらの税額控除の適用を受けられている方は、
市民税所得割額にこれらの控除額を足した金額が選定に用いる税額となります。 

 

子育てのための施設等利用給付認定の申請について 

① 認定申請書等の入手方法 
・ 京都市のホームページ「京都市情報館」からプリントアウト 

トップページ ⇒ 子育て・教育 ⇒ 子育てのサポート（保育園・学童クラブなど） 
⇒ 乳幼児（0～5 歳）⇒ 幼児教育・保育の無償化 ⇒ 申請様式 
⇒ 幼児教育・保育の無償化に係る施設等利用給付認定の申請について 

（保護者向け） 
URL https://www.city.kyoto.lg.jp/hagukumi/page/0000254845.html 

・ 各区役所・支所子どもはぐくみ室で受け取り 
  ※ ４月に幼稚園・認定こども園(幼稚園部分)に入園の方は、各園から認定申請書等を配布 

（京都市内の園及び市外の一部の園に限る。） 
② 認定申請書等の提出方法 

・ 郵送で提出 
 ＜送付先＞ 

    〒604-8571 
    京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町 488 番地 京都市役所北庁舎 6 階 
     京都市幼児教育・保育無償化事務集中室 

・ 各区役所・支所子どもはぐくみ室に持参 


